
１．プランを推進するにあたっての大目標：「国家戦略上重要な基幹技術の推進」（施策目標９－５）
概要：宇宙・航空、海洋・極域、更には原子力の研究開発及び利用の推進については、産業競争力の強化や経済・社会的課題

への対応に加えて、我が国の存立基盤を確固たるものとするものであり、国家戦略上重要な基幹技術として、長期的視
野に立って継続的な強化を行う。

２ー１．プログラム名：原子力科学技術分野研究開発プログラム（達成目標８）
概要：福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定供給・原子力の安全性向上・先端科学技術の発展等を図る。

２ー２．プログラム名：原子力科学技術分野研究開発プログラム（達成目標９）
概要：原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備を図る。

上位施策：第６期エネルギー基本計画（令和３年10月22日閣議決定）抄

５．2050年を見据えた2030年に向けた政策対応
（６）原子力政策の再構築
②原子力利用における不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉や、今後増えていく古い原子力発電所の廃炉を安全かつ円滑に進めていくためにも、高いレベルの
原子力技術・人材を維持・ 発展することが必要である。
（略）我が国は、事故の経験も含め、原子力利用先進国として、安全や核不拡散及び核セキュリティ分野、地球温暖化対策の観点からの貢献

が期待されており、また、周辺国の原子力安全を向上すること自体が我が国の安全を確保することとなるため、多様な社会的要請を踏まえた
技術開発等を通じて高いレベルの原子力人材・技術・産業基盤の維持・強化を図るとともに、再稼働や廃炉等を通じた現場力の維持・強化が必
要である。

④国民、自治体、国際社会との信頼関係の構築
(c)世界の原子力平和的利用と核不拡散・核セキュリティへの貢献

（略）核不拡散分野においては、核燃料の核拡散抵抗性の向上や、保障措置技術や核鑑識・検知の強化等の分野における研究開発におい
て国際協力を進め、核不拡散の取組を強化していくことが重要である。（略）政府は、ＩＡＥＡ等国際機関と連携しつつ、原子力新規導入国に対す
る人材育成・制度整備支援等を一元的に実施 していく。

【原子力科学技術分野研究開発プラン】（案）
令和４年８月○日

原子力科学技術委員会
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原子力システム研究開発事業
革新的原子力システム（原子炉、再処理、燃料加工）の実現に向け、競争的研究資金制度により提案型公募事業を実施

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業
・文科省委託事業
－廃止措置研究人材育成等強化プログラム

国際廃炉研究開発機構（IRID）等と連携し、廃炉に貢献する人材を育成・確保

－原子力基礎基盤戦略研究プログラム
廃炉の加速等に貢献する国際共同基盤研究及び原子力の安全性向上や新たな原子力利用による課題解決に貢献する基礎研究を推進

・ＪＡＥＡ補助金事業 （Ｈ30～）

－廃炉研究等推進事業費補助金によるプログラム
原子力損害賠償・廃炉等支援機構が取りまとめた戦略プラン等に基づき、廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研究機関等との
研究開発・人材育成の取組をJAEA廃炉国際共同研究センターを中核として推進

国際原子力人材育成イニシアティブ
産学官連携による人材育成体制の構築、人材育成のための原子力施設・設備の共同利用の促進

核不拡散・核セキュリティ関連業務
国際的な核不拡散・核セキュリティの向上のため、国際協力の下、アジア地域を中心とした人材育成及び核物質の測定・検知・鑑識技術開発を実施

プログラム２－１

プログラム２－２

【原子力科学技術分野研究開発プラン／原子力科学技術研究開発プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標
〇アウトプット指標：原子力分野における査読付き論文の公開数、研究成果報道等発表件数（プログラム２－１・２－２共通）
〇アウトカム指標：除染、廃炉、廃止措置に資する研究の推進に関する取組の進捗状況、福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上のための研究開発の進捗状況、独創

性･革新性の高い科学的意義を有する研究成果の創出状況（プログラム２－１）
放射性廃棄物減容化研究開発等の進捗状況、原子力施設に関する新規制基準・安全確保対策等の取組の進捗状況、丁寧な対話活動等を通じた社会の理解度
の状況（プログラム２－２）

※上記の他、原子力機構（JAEA）への運営費交付金により、原子力に関する基礎的研究・応用の研究から核燃料サイクルに関する研究開発、安全規制行政等に係る技術支援、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に関する研究開発を実施

原子力科学技術委員会
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国際原子力人材育成イニシアティブの概要 

 

１． 課題実施期間及び評価時期 

課題実施期間：平成 22 年度～ 

評価時期：中間評価 平成 27 年度及び令和 2年度 

 

２． 研究開発概要･目的 

原子力人材の育成・確保は、原子力の基盤を支え、より高度な安全性を追及し、原

子力施設の安全確保や古い原子力発電所の廃炉を円滑に進めていく上で不可欠であ

る。一方、原子力教育を行う講師や放射性物質等を扱える原子力施設は限定的である

ことから、産学官の関係機関が連携することによって、人材育成資源を有効に活用す

るとともに、企業や社会から求められる人材像をより適確に把握することによって、

効果的・効率的に人材育成を行う。 

具体的には、以下の項目について事業を実施した。 

 

① 原子力人材育成ネットワークの構築 

➢「機関横断的な人材育成事業」における個別課題の一つとして、ＪＡＥＡ及び一

般社団法人日本原子力産業協会が連携して運営を行う原子力人材育成ネットワー

クの構築を支援。（平成 22 年度から 24 年度、平成 27 年度に中間評価） 

② 施設・設備の共同利用の促進事業 

➢ 大学や研究機関、企業等が有する原子力施設等の共用により、当該施設を所有

する機関のみならず外部の機関に向けて実験・実習の機会を広く提供することに

より、人材育成を実施。（平成 22 年度から 24 年度、平成 27 年度に中間評価） 

③ 機関横断的な人材育成事業 

➢ 関係機関の連携によるネットワーク化を図るとともに、それぞれの機関が有する

人材育成資源を持ち寄り集約的に実施することで効果的・効率的・戦略的な人材育

成を実施。（平成 22 年度から継続中、平成 27 年度及び令和 2年度に中間評価） 

 

平成 22 年度～令和元年度 

■期間：3年 

■対象機関：大学、民間企業、独立行政法人等 

■補助額（H30 公募）：初年度は 2000 万円程度、次年度以降は前年度の交付額を 

超えない額 

令和 2年度～ 

■期間：7年 

■対象機関：大学、民間企業、独立行政法人等 

■補助額（R2 公募）：初年度はフィージビリティスタディ(FS)として 1500 万円程度、 

FS 審査・評価後は年間最大 7000 万円程度 
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④ 復興対策特別人材育成事業 

➢ 原子力災害への理解の促進や、プラントシミュレータを利用したシビアアクシ

デント演習等、原子力安全の一層の高度化を図る上で基盤となる安全・危機管理

に係る人材育成を実施。（平成 24 年度から 27 年度、平成 27 年度及び令和 2年度

に中間評価） 

 

３． 研究開発の必要性等 

事前評価時（平成 22 年 8 月）に示された研究開発の必要性等 

（１）必要性 

世界的に原子力利用が拡大する中、我が国が国際競争力を維持・強化しつつ、

原子力利用先進国として原子力安全確保や核不拡散等の分野で原子力新規導入国

を支援するには、優れた人材が必要である。その一方、大学における原子力学

科・専攻や研究用原子炉等が減少している中、我が国の原子力人材育成能力を

質・量ともに強化するためには、産学官の関係機関連携を強化し、国内のリソー

スを有効活用しながら優れた人材育成プログラムを整備することが必要である。 

 

（２）有効性 

原子力人材育成ネットワークの構築により、我が国の人材育成施策を総合的に

調整し、戦略的な人材育成の実施が可能となる。産学官の連携による原子力人材

育成ネットワークを構築し、個別機関が有する施設、教員、カリキュラム等のリ

ソースを有機的に連携・利用した人材育成により、高度で質の高い人材育成プロ

グラムの実施が可能となる。また、原子力発電の新規導入国に対し人材育成面で

支援をすることは、我が国の国際競争力向上に寄与する。 

 

（３）効率性 

大学の原子力学科・専攻や研究用原子炉等が減少している中、産学官の関係機

関の連携を強化し、国内のリソースを有効活用するとともに、優れた人材育成プ

ログラムを整備し共同利用することで、効率化が図れる。 

 

中間評価時（平成 28 年 3 月）に示された研究開発の必要性等 

（１）必要性 

エネルギー基本計画（平成 26 年 4 月）においても明記されているとおり、東京

電力福島第一原子力発電所の廃炉や原子力の安全性向上のため、人材の育成・確

保の重要性は一層増しているところであるが、人材育成の現場は、教員や施設等

の人材育成資源の面で多くの課題を抱えている。国としては、原子力を志望する

学生の動向等の社会的な情勢や各機関の現場のニーズを踏まえながら長期的な視

点に立ち、引き続き本事業を進めて行く必要がある。 

 

（２）有効性 

本事業の実施により、原子力人材育成ネットワークでの取組や産学官の連携を活

用しながら、個別機関が有する教員や施設等の人材育成資源の有機的な連携・活用
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を図ることで、高度で質の高い人材育成プログラムの実施や原子力利用先進国とし

ての国際貢献が期待できる。 

 

（３）効率性 

本事業の実施により、各機関が有する施設や教員、教育プログラム等の人材育

成資源を有効活用することで、効率的な人材育成が図られる。なお、補助期間が

終了した各個別課題においては、その後の取組の定着が課題である。 

 

（４）今後の研究開発の方向性 

本事業は、各機関の独創的な人材育成の取組を支援するものとなっており、エネ

ルギー基本計画等の政策に加え、人材育成を取巻く課題や各機関からのニーズを考

慮の上、今後とも継続すべきである。また、原子力科学技術委員会 原子力人材育

成作業部会では現在、原子力人材を取巻く現状や課題を踏まえた今後の原子力人材

育成に係る政策の在り方について、調査・検討を進めているところであり、その結

果や人材育成施策の継続性に関する検討を踏まえて、本事業の改善に適宜反映する

必要がある。 

 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

予算額（百万円） 355 299 208 208 205 228 229 
(要求額) 

 

５． 課題実施機関･体制  

大学、独立行政法人、公益社団・財団法人、民間企業等 

 

（※１）原子力安全研究協会 

（※２）令和２年度よりＰＤ・ＰＯ体制を導入 

ＰＤ：山本 章夫（名古屋大学大学院工学研究科総合エネルギー工学専攻教授） 

ＰＯ：黒崎 健（京都大学複合原子力科学研究所教授） 

＜令和２年度 課題実施機関･体制＞ 

＜平成２２年度～令和１年度 実施体制＞ 

文部科学省 

 

受託者 

連携・協力機関 

連携・協力機関 

受託契約 

支援業務受託機関※１ 

文部科学省 

ＰＤ・ＰＯ※２ 
課題管理等 

 

受託者 

連携・協力機関 

連携・協力機関 

事務委託契約 

受託契約 
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６． その他 

採択課題一覧 （今回の中間評価の対象である平成 27 年度以降に実施していた課題） 

平成２５年度  

代表機関 課題名 

近畿大学 
実践的技術能力と国際的視野育成を目指す原子炉実習プログラムの開発（復興対策特別人材育成事

業） 

日本原子力発電株式会社 原子力発電現場体感教育（復興対策特別人材育成事業） 

東京大学 総合的な科学技術マネジメントのできる原子力人材育成プログラム（復興対策特別人材育成事業） 

東京工業大学 
国際原子力教育ネットワークによる戦略的原子力人材育成モデル事業（復興対策特別人材育成事

業） 

東北大学 
原子炉安全性向上に資する実践的教育システムの構築 ～シミュレーション技術を活用した横断型

新世代原子力人材の育成～（復興対策特別人材育成事業） 

東海大学 原子力国際基準等を基盤とした多層的な国際人材育成 

長岡技術科学大学 放射線利用施設を用いた実践的原子力技術者育成の高専・大学一貫教育 

日本原子力発電株式会社 原子力産業分野におけるロボット技術を担う人材育成 

九州大学 
総合的原子力人材育成カリキュラムの開発 ～計算機シミュレーションを活用した実践的原子力実

験・演習プログラムの整備～ 

三菱重工業株式会社 軽水炉プラント安全確保の体験的研修 

 

平成２６年度  

代表機関 課題名 

福井大学 原子力人材の総合的育成にむけた原子力発電所立地機関の連携教育体制構築 

北海道大学 オープン教材の作成・活用による実践的原子力バックエンド教育 

日本原子力発電株式会社 理工系大学生のための原子力発電現場技術教育 

国立高等専門学校機構 国立高等専門学校における原子力基礎工学分野での教育システムの確立 

量子科学技術研究開発機構 機関連携による多面的放射線リスクマネジメント専門家育成 

 
平成２７年度  

代表機関 課題名 

東京学芸大学 教員養成系大学の特長を活かした高度原子力教育カリキュラムの開発 

東京大学 安全かつ合理的な原子力発電所廃止措置計画及び実施のための人材育成 

筑波大学 原子力災害による環境・生態系影響リスクマネージメント人材育成事業 

大阪府立大学 大規模放射線施設を利用した人材育成 

京都大学 京都大学原子炉実験所における原子炉実験教育の高度化のための基盤整備 

若狭湾エネルギー研究センター 福井の原子力資源を活用した廃炉本格化時代に向けた人材の育成 

福井工業大学 原子力に夢を持つ、廃炉を見据えた国際原子力技術者育成 

原子力安全技術センター 高いレベルの放射線管理技術者キャリアアップ研修 

東京都市大学 耐震原子力安全技術者育成のための実践的な教育体系の構築 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 企業大型施設における軽水炉燃料および耐震の安全性に関する実習 

北海道大学 世界最高水準の安全性を実現するスーパーエンジニアの育成 

日本原子力学会 文部科学省放射線副読本の理解を促進する学習システムの検討・整備 

 
平成２８年度  

代表機関 課題名 

東京工業大学 グローバル原子力人材育成ネットワークによる戦略的原子力教育モデル事業 

日本アイソトープ協会 看護職の原子力・放射線教育のためのトレーナーズトレーニング 

近畿大学 日韓の教育用原子炉を有効活用した国際原子力実習の開催 

東北大学 放射性廃棄物処理・処分における分離・分析に関する教育 

三菱重工業株式会社 ＰＷＲ設計技術を基盤とした原子力人材の育成 

福島大学 廃止措置への取組を当該地域として継続的に支えていくための人材育成事業 
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平成２９年度  

代表機関 課題名 

国立高等専門学校機構 国立高専における原子力分野のキャリアパス拡大に向けた人材育成の高度化 

北海道大学 オープン教材の活用による原子力教育の受講機会拡大と質的向上 

 
平成３０年度  

代表機関 課題名 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 軽水炉プラント，炉心燃料および燃料サイクルの安全技術に関する実習 

東京大学 国際的視野を持つ廃止措置マネジメントエキスパート育成 

福井工業大学 世界に通用する原子力プロフェッション育成 

福島工業高等専門学校 グローバルな視点から原子力関連企業とバックエンド事業を理解する実践的人材育成 

福井大学 原子力立地環境を生かした原子力人材育成ネットワークの強化 

日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社 原子炉および燃料に関するリスクとその制御を体得する研修 

 
令和元年度  

代表機関 課題名 

若狭湾エネルギー研究センター 廃止措置最先端技術・知識の習得による原子力技術者の育成 

東京工業大学 国際原子力人材育成大学連合ネットワークによる原子力教育基盤整備モデル事業 

三菱重工業株式会社 軽水炉プラント及び燃料に関する安全設計技術の体験的研修 

筑波大学 原子力緊急時対応と放射性廃棄物処理・処分を支える高度人材育成事業 

近畿大学 教育訓練用原子炉を有効活用するための実習システムの充実化 

東北大学 大学の大型ホットラボを活用した放射性廃棄物分離分析・原子力材料に関する人材育成プログラム 

 
令和２年度 

代表機関 課題名 

東京工業大学 原子力エネルギー高度人材育成統合拠点 

東北大学 大型実験施設群を活用した実践的・持続的連携原子力教育カリキュラムの構築 

北海道大学 機関連携強化による未来社会に向けた新たな原子力教育拠点の構築 

福井大学 原子力技術の継承と継続的な人材育成を目指した福井県嶺南地域の国際原子力人材育成拠点形成 

近畿大学 大学研究炉を中心とした原子力教育拠点の形成 

国立高等専門学校機構 ネットワーク形成を通じた高専における原子力人材育成の高度化 
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国内外組織との連携体制

ISCN内の設備

バーチャル・リアリティ(VR)システム 核物質防護実習フィールド

赤外線センサ

忍び返し付
ネットフェンス

マイクロ波センサ

核物質の不法取引等で警察当局に押収される核物質に関し、精密な測定に
より当該物質のウラン・プルトニウムの同位体組成、含まれる不純物の元素組
成、精製年代、粒子形状を明らかにし、その核物質の由来の特定を可能とす
る技術開発を行う。

核鑑識技術開発

【核鑑識技術例】

不純物の元素組成の測定結果

走査型電子顕微鏡による
ウラン粒子形状写真

外国産ウラン 日本産ウラン

監視カメラ

○ 2010年4月、ワシントンで行われた第1回核セキュリティ・サミットにおいて、日本原子力研究開発機構に核不拡散・核セキュリティ総合支援センター
（ISCN）を設置すること、より正確で厳格な核物質の検知・鑑識技術の確立・共有を表明。

○ 2011年度より、国際的な核不拡散・核セキュリティ強化の観点から、ISCNにおいて、以下の事業を実施。
人材育成

アジア初の人材育成拠点として、アジア諸国を中心に核物質防護トレーニングなどを行い、核不拡散・核セキュリティ分野の人材育成を支援。
技術開発

我が国の研究開発機能・能力を活用した高度な核物質の測定、検知及び核鑑識の技術開発等を実施。

事 業 概 要

核不拡散・核セキュリティ関連業務 令和２年度予算額：508百万円
（前年度予算額：513百万円）

放射線イメージング技術などを用いた核・放射性物質
の検知技術（イメージ図）

広域かつ迅速な核・放射性物質検知技術開発

大規模イベントや大型商業施設
等において、核物質や放射性物
質を使用したテロ行為を未然に
防ぐため、広範囲で迅速に核・
放射性物質を検知する技術開
発を行う。

ガンマ線カメラなどの導入

人 材 育 成 技 術 開 発

予算額等の変遷

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

予算額（人材育成） ２８８百万円 ２８８百万円 ２８８百万円 ２８８百万円 ２７３百万円

予算額（技術開発） ２３７百万円 ２３１百万円 ２１５百万円 ２３９百万円 ２４０百万円

研修実績数 ５３１名 ５２８名 ５２２名 ４１４名 ４１４名

技術開発数 ４課題 ４課題 ４課題 ４課題 ４課題
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